
○ パブリックコメントで寄せられた意見結果について     

   

この計画策定に当たって、以下のとおり市民の皆様のご意見を募集いたしました。いただいたご

意見を参考として、各種施策を推進してまいります。 

     

１ 募集期間 平成 25年 10 月 31 日から 11月 29 日まで   

２ 意見提出者数・意見件数 ６人・15件 

男女内訳 男性 ・ 1 人 女性 ・ ４人 不明 ・ 1 人   

年代内訳 30 代 ・ ３人 50 代 ・ ２人 60 歳 ・ １人  

意見内訳 

  

第４章基本目標１「子育て・生活支援の充実」に関するもの  ６件     

第４章基本目標２「就業支援の充実」に関するもの      ２件  

第４章基本目標４「経済的支援の推進」            ４件 

その他計画全般に関する意見                 ３件 

    

３ 意見の概要とそれに対する市の考え方  

番

号 

素  案 
意見内容 

（要約） 

札幌市の考え方 

ｐ 項 目 

1 31 

第４章 

基本目標１

－⑴相談事

業の推進 

 母子寡婦福祉センターで実施している

土日夜間相談の各区への拡充やひとり親

家庭相談ホットラインなどの実施、相談先

が書かれたカードを公共施設や保育園な

どで配布することを検討して欲しい。ま

た、行政施策が分かりやすく書かれたひと

り親家庭向けの手帳を発行して欲しい。 

 母子寡婦福祉センターでの土日夜間

の相談業務は全市を対象とし、電話によ

る相談にも応じております。引き続き相

談員がきめ細やかに相談に応じられる

よう、研修内容の充実を図ってまいりま

す。また、ひとり親家庭向けの「暮らし

のガイド」の充実や相談先が書かれたカ

ードの配布の検討など、行政施策を効果

的に情報提供できるよう工夫してまい

ります。 

2 32 

第４章 

基本目標１

－⑷保育サ

ービスの充

実 

 シングルマザーの子どもを今まで以上

に優先的に保育所へ入所させて欲しい。 

 ひとり親家庭の児童の保育所入所に

あたっては、入所基準においてひとり親

世帯の優遇措置を設けています。今後

も、様々な世帯事情に配慮しつつ、公平

性を確保しながら、入所基準を検討して

まいります。 

3 33 

第４章 

基本目標１

－⑸ファミ

リー・サポー

ト・センター

事業の推進 

 自宅に子どもだけを残して働く時など、

自宅で子どもを見てもらえるファミリー

サポートの充実と助成制度を検討して欲

しい。 

 札幌市では、日常的な預かりに対応す

る「さっぽろ子育てセンター」と緊急時

の預かりに対応する「こども緊急サポー

トネットワーク」の２事業を実施してい

ます。 

 また、「こども緊急サポートネットワ

ーク」での病児・病後児預かりに関して

は、平成25年３月より利用料の補助制

度を開始しています。今後も利用状況等

を踏まえながら、よりよい制度となるよ

う努めてまいります。 
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4 

34 

 

第４章 

基本目標１－

⑼学習支援ボ

ランティア事

業の実施 

「札幌まなトピア」の会場確保及び費用

の軽減、学生ボランティアの大学での単位

取得やＧＰＡへの加点、退職した教職員へ

の講師依頼などを検討して欲しい。 

ひとり親家庭学習支援ボランティア

事業（さっぽろ・まなトピア）は、平成

25年10月より開始したところです。今

後、利用実態や運営状況等を検証しなが

ら、制度の充実に努めてまいります。 

5 34 

第４章 

基本目標１－

⑽日常生活支

援事業の推進 

 制度の認知度が低いため保育園や学童

保育などで周知すること、提供会員の研修

の充実や利用者アンケートを実施し、より

良い制度になるよう検討して欲しい。 

 日常生活支援事業を含めた様々な支

援制度について、効果的な周知方法を検

討してまいります。また、利用者からの

御意見をいただきながら、提供会員の研

修の充実など、よりよい制度となるよう

努めてまいります。 

6 34 

第４章 

基本目標１－

⑾公的住宅へ

の入居の優遇 

 ひとり親家庭の公営住宅優先入居につ

いて改善して欲しい。 

 市営住宅入居抽選の際に、ひとり親家

庭に対しては、通常よりも当選確率が高

くなる優遇措置を実施しています。近

年、優遇措置を受けられる方からの応募

が多数あるため、結果として当選しにく

いという実情にあります。今後も、様々

な世帯事情に配慮しつつ、公平性を確保

しながら、入居優遇制度について検討し

てまいります。 

7 36 

第４章 

基本目標２－

⑶資格・技能

習得のための

支援の充実 

 高等技能訓練促進費を受給し資格取得

した者を札幌市は優先的に雇用・採用する

べき。 

 高等技能訓練促進費は、看護師や保育

士など就職に有利な資格取得を支援す

るものです。母子家庭等就業支援センタ

ー事業をはじめ、新たな就業機会の創出

事業の検討などにより、ひとり親家庭等

の就業支援の充実に努めてまいります。 

8 36 

 シングルマザーが資格を取るにも中卒

では受験資格が無いため、支援が必要では

ないか。 

9 39 

第４章 

基本目標４－

⑵ 

児童扶養手当

制度の推進 

 児童扶養手当の申請受付では、養育費に

ついて申請者の申告に基づき確認してい

るため、事実と異なることがあると聞いて

いる。そのため、協議離婚の養育費の取決

めは、公正証書の作成を積極的に勧め、作

成に要した手数料のうち、養育費部分の一

部を市が負担するなど、養育費の取り決め

が公正証書というより有効な方法で行え

るような具体的な案を検討してほしい。 

 公正証書により養育費の取り決めが

行われることは、養育費を確保する上で

望ましいことと考えられます。このた

め、適切な情報提供に努めてまいりま

す。 
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10 

 

39 

第４章 

基本目標４－

⑴ 

母子寡婦福祉

資金貸付制度

の推進 

母子寡婦福祉貸付金においては札幌に

保証人がいない場合も貸付けることやホ

ームページで貸付基準を公表して欲しい。 

母子寡婦福祉貸付金における連帯保

証人については、近郊市町に居住する

者、道内に居住する二親等以内の親族を

連帯保証人にできる取扱いとしており

ます。ホームページでは制度内容の問い

合わせ先を御案内し、貸付基準などにつ

いて区役所で相談者の事情を伺いなが

ら、きめ細やかに対応しております。今

後もホームページの充実など適切な情

報提供に努めてまいります。 

 

11 39 

第４章基本目

標４－⑶ひと

り親家庭等医

療費助成制度

の推進 

 母子家庭の母親及び独居の寡婦に対す

る定期検診の実施や、歯科・婦人科の医療

費助成、親の扶養に入っている18歳以上

の子どもに対する医療費助成などを検討

してほしい。 

①定期検診について 当制度において

実施することは検討しておりません。本

市で実施しているがん検診や、保険者ご

とに40歳以上を対象に実施している特

定健診等をご活用いただきたいと考え

ております。なお、札幌市の国民健康保

険にご加入されている方で住民税が非

課税の方については、特定健診の基本健

診については無料で受診できます。 

②助成制度について 当制度は、北海道

の補助を受け実施している制度であり、

道の基準を拡大して実施するには多大

な経費を要することから、母子家庭の母

親について、通院への本市単独での助成

範囲の拡大は難しいものと考えており

ます。また、当制度が20歳未満の子ど

もを扶養しているひとり親家庭の保健

の向上や福祉の増進を目的とした制度

であることから、独居の寡婦等について

は、当制度としての助成は予定しており

ません。 

 

12 39 

 母子家庭の母には入院の助成や高額医

療制度などもありますが、少額の出費も厳

しいため、通院に対しても助成して欲し

い。また、寡婦については通院及び入院の

助成を検討して欲しい。 

13 - 

○その他 

（ひとり親家

庭数や離婚件

数について） 

 父子家庭と母子家庭が合意のうえ同一

世帯になることで多くの問題は解決する

ので、ひとり親同士のマッチング（カップ

リング）の支援はどうか。 

 この計画は、母子寡婦福祉法に基づく

「母子家庭及び寡婦の生活の安定と向

上のための措置に関する基本的な方針」

を踏まえ策定するものです。この計画の

基本理念である「ひとり親家庭等の生活

の安定と子どもの健やかな成長」の実現

に向けて、子育て・生活支援や就業支援

など総合的な支援を今後も推進してま

いります。 
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14 

 

- 

○その他 

（ひとり親家

庭数や離婚件

数について） 

 離婚届出用紙はホームページからのダ

ウンロードではなく窓口で手渡しするこ

ととし、未成年の子がいる夫婦に対しては

離婚届出前に面会交流と養育費の取決め

を行うことや公正証書・調停の説明を行う

など、少しでも離婚件数を減らすことが出

来るような取組みを行う必要があるので

はないか。 

札幌市のホームページでは、市民の方

へのサービス向上を目的として、札幌市

の各種様式・届出のうち、インターネッ

トで配布可能なものを手続き毎にまと

めて掲載しています。また、各区役所で

は、母子・婦人相談員等が離婚前から各

種相談に応じており、養育費の取決めな

どについても研修を充実し、適切に相談

や情報提供ができるよう努めてまいり

ます。 

15 - 

○その他 

（就学児童の

在学中の氏に

ついて） 

 離婚を考える父母の多くは「子の氏」に

関して心配します。「児童の名字が変更し

ても、申し出があれば在学中は児童の氏は

従来通りの利用を認めます」といった統一

見解があればと考えます。 

 指導要録など公式の文書については

戸籍上の氏を使用しておりますが、学校

生活における呼称や、他の児童の目に触

れる可能性のある文書における氏の表

記については、子どもや保護者の意向を

尊重できるようにしております。 

 

 

 


